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平成 25 年（2013 年）8 月 30 日

H E A D L I N E S

政治
「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首選挙でトゥスク首相が再選

アフガニスタンでポーランド兵士が死亡

ポーランド国民の７７％，シリアへの軍事介入に反対（世論調査結果）

ポーランド・スロバキア大統領会談

シリア情勢に対するポーランド政府の立場

非核特使がアウシュヴィッツを訪問

タリバンによるアフガニスタン・ガズニ基地への攻撃

【
お
願
い
】
３
か
月
以
上
滞
在
さ
れ
る
場
合
，
「
在
留
届
」
を
大
使
館
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
大
規
模
な
事
故
・
災
害
等
が
発
生
し
た
場
合
，
所
在
確
認
・
救
援
の
根
拠
と
な
り
ま
す
！

問
合
せ
先:

大
使
館
領
事
部

電
話2

2
 6

9
6
 5

0
0
5

F
a
x 5

0
0
6
 

各
種
証
明
書
，
在
外
投
票
，
旅
券
，
戸
籍
・
国
籍
関
係
の
届
出
に
つ
い
て
も
ど
う
ぞ
。

経済
２０１４年は民営化によって３０億ズロチの収益

インフラ・環境投資に１千億ズロチ超のＥＵ基金を獲得予定

食料品輸出が増加

７月の小売販売は４．３％の上昇

７月の新規受注は１．７％の増加

７月の失業率は１３．１％

７８社が４，３００人を解雇予定

自動車登録台数がＥＵ平均並みに

マースク社の最大級のコンテナ船がグダンスク大深水コンテナ・ターミナルに停泊

フィッチ社がポーランドの格付け見通しを下げる

中国系ファンドがポーランドに投資

ＰＫＮオルレン社がフェノール生産設備の建設を予定

ポーランドは有力なＢＰＯセンター設置先国

ＬＯＴがユーロロットとの契約を終了

シェールガス探査の進行が遅延

オポレの石炭火力発電ユニット新設プロジェクトに欧州議員が反対

タウロン社はワギシャでのガス火力発電所建設プロジェクトを継続

エネルギー関連３法は本年中に成立予定（ピエホチンスキ経済相発言）

ＰＧＮｉＧ社のドイツでのガス販売が拡大

タウロン社が原子力発電所の建設に５０億ズロチ投資する意向

新ＬＮＧターミナルの建設完了時期を先延ばし

Polenergia 社の石炭火力発電所新設プロジェクトに環境保護団体が異議

経済省が石炭鉱山会社の監査を予定

大使館からのお知らせ                                                       

ポズナンにおける領事出張サービスについて

平成２５年度後期分教科書の配付について

東日本大震災義捐金受付について

文化行事・大使館関連行事

在ポーランド日本国大使館

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm
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政  治

内   政

「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首選挙でトゥスク

首相が再選【２３日】

２３日，与党「市民プラットフォーム」（ＰＯ）党首選

挙（約４万２千人のＰＯ党員による直接投票）の結

果が発表され，トゥスク党首（首相）が７９.５８％を

得票し，２０.４２％の得票のゴヴィン元法相を破り，

同党党首に再選された。トゥスク首相は，当選を受

けて，今次党首選挙で受けた信任をポーランド国

民から獲得すべく全力を尽くしていく，選挙キャン

ペーンにおける感情が今後のＰＯ内の協力を妨げ

ることはあってはならない旨述べた。

外    交

アフガニスタンでポーランド兵士が死亡【２４日】

アフガニスタン・ガズニ県で，アフガニスタン警察

官と共に IED（即製爆発装置）等の除去を行ってい

たポーランド軍ルブリニエツ・コマンドウ部隊所属の

ミロスワフ・ウツキ准尉（殉職に伴い特進）が当該

IED の爆発により死亡。その他数名のポーランド軍

兵士及びアフガニスタン警察官が負傷した。

ポーランド国民の７７％，シリアへの軍事介入に反

対（世論調査結果）【２４日】

２３日及び２４日に行われた Homo Homini による

世論調査によると，７７％のポーランド国民が，ポ

ーランド軍がシリアへの軍事介入に参加することに

反対。賛成はわずか１５％。

ポーランド・スロバキア大統領会談【２６日】

コモロフスキ大統領とガスパロヴィチ・スロバキ

ア大統領がスロバキアで会談し，ウクライナ問題等

について協議した。

シリア情勢に対するポーランド政府の立場【２７日】

トゥスク首相は，国会内の記者会見においてポ

ーランドはいかなる形でもシリアへの介入に参加し

ない旨発言。

非核特使がアウシュヴィッツを訪問【２８日】

広島及び長﨑の被爆者からなる「非核特使」が

アウシュヴィッツ強制収容所博物館を訪問し，同収

容所の元囚人及び学生等と懇談し，核兵器の惨禍

を伝達した。

タリバンによるアフガニスタン・ガズニ基地への

攻撃【２８日】

２８日午後（現時時間），ポーランド軍が駐屯し

ているアフガニスタン・ガズニ基地の外柵におい

て爆発物を満載する車両が爆発。同時に基地内

に突入したタリバン兵士と ISAF 部隊との間で銃

撃戦となった。反抗勢力は間もなく制圧された

が，７名（一部報道では１０名）のポーランド兵士

が負傷，米兵士１名が死亡した。

経    済

経済・財政政策

２０１４年は民営化によって３０億ズロチの収益【２

８日】

タンボルスキ国有財産副大臣によれば，ポーラ

ンド政府は２０１４年に民営化によって３０億ズロチ

の収益を計画しており，２０１２年にはリストには上

がっていない企業から事前配当支払いを得ている

ことから，分析によると国有の保険会社ＰＺＵ社の

みでなく，他の数社からの事前配当支払いも予定

している模様。但し，２０１３年は民営化により５０億

ズロチの収益を予定していたものの，７月末の時

点で１８億８千万ドルの収益に止まっている。

インフラ・環境投資に１千億ズロチ超のＥＵ基金を

獲得予定【２８日】

２０１４年―２０２０年ＥＵ多年度予算において，ポ

ーランドはインフラ・環境計画に１千億ズロチ（２４０

億ユーロ）超のＥＵ基金を割当てられることが見込

まれている。ポーランドは次期多年度予算で７２９

億ユーロのＥＵ基金を獲得しており，６つの国家プ

ログラムと１６の地域プログラムに割当てられる予

定だが，当該計画は２００７年―２０１３年ＥＵ多年

度予算において最大のプログラムで，次期多年度

予算では多少額は減少するものの，交通，特に道

路と鉄道整備のために１７４億ユーロが割当てられ

る予定。
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マクロ経済動向・統計

食料品輸出が増加【２３日】

２０１３年前半は，前年同期比で農作物と食料品

の輸出が１４％増加し，貿易黒字も５５．７％となる

２４億ユーロとなった。なお，２０１２年通年では，１

５％増加した１７９億ユーロで，貿易黒字は４３億ユ

ーロ。農業省は，１４％の増加ペースは２０１３年末

まで継続されると見ており，主な輸出品目はリンゴ，

キノコ類，豚肉となっている。

７月の小売販売は４．３％の上昇【２６日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，７月の小売販売

は前年同月比で６月の同１．８％増から更に上昇し

た４．３％増となった。実質ベースでも４．３％増。前

月比では６月の同１．５％増を上回る３．８％増であ

った。なお，専門家の予想は，前年同月比２．７％

増，前月比２．４％となっていた。

７月の新規受注は１．７％の増加【２６日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，７月の新規受注

は前年同月比で６月の同６．４％減から大きく上昇

した７．７％増となった。前月比では６月の同１１．

６％増よりは少ないものの６．０％増となっている。

新規輸出受注は，前年同月比で６月の同１．１％

増からさらに上昇した２．４％増，前月比では７月

の同１０．９％増から減少した１．７％減であった。

７月の失業率は１３．１％【２６日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，７月の失業率は

前月の１３．２％から僅かながら改善された１３．

１％となった。県別ではヴァルミンスコ・マズルスキ

エ県が最も高く２０．２％となっている。前年同月と

比較しすべての県で失業率が増加しているが，マ

ゾビエツキ県が１．１％の増加と最も多い。なお，７

月末の登録失業者数は２，０９３，１００人。７月に

は前月の７６，１００人及び昨年同月の６４，４００人

より多い７７，７００人の求人があった。

７８社が４，３００人を解雇予定【２６日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，７月末の時点で，

この先数カ月のうちに７８社が公共部門９００人を

含む４，３００人の解雇を予定している旨宣言して

いる。ちなみに，前年同期には１７３社が公共部門

３，７００人を含む９，２００人を解雇すると宣言して

いた。

自動車登録台数がＥＵ平均並みに【２７日】

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，２０１２年末の登

録自動車台数は１，８７４万台で，これはほぼＥＵ

平均に相当する。１２月は千人当たりの登録台数

は４８６台で，ＥＵ平均の４８４台を上回っている。な

お，日本は４５６台，米国は４２４台となっている。２

００３年末の時点では登録台数は１，１９４万台で，

千人当たり２９４台であった。主に中古車の輸入に

より登録台数が増加しており，平均車齢はＥＵ平均

の８．３年を大きく上回る１３～１４年となっている。

ポーランド産業動向

マースク社の最大級のコンテナ船がグダンスク大

深水コンテナ・ターミナルに停泊【２３日】

マースク（Maersk）社の世界最大級のトリプルＥ

型コンテナ船「マースク・マッキーニ・ラー」が，グダ

ンスクの大深水コンテナ・ターミナル（ＤＣＴグダンス

ク）に停泊した。同船舶は７月１５日に韓国の釜山

港を出港し，初航海に出ていた。ＤＣＴグダンスクは，

同規模の船舶が停泊できるバルト海で唯一の港と

なっている。

フィッチ社がポーランドの格付け見通しを下げる【２

３日】

財政収支の悪化により修正予算案を採択し，対

ＧＤＰ比公的債務残高の増加による緊縮財政措置

を停止したことにより，フィッチ社はポーランドの格

付けを「ポジディヴ（強含み）」から「ニュートラル（安

定的）」に下げた。同社は，２０１２年には対ＧＤＰ比

３．９％であった財政赤字が２０１３年には４．３％

に膨らみ，公的債務残高も今後対ＧＤＰ比で最大５

６％程度まで増加すると予測しているところ，これ

に対し財務省は，新たな歳出上限規範により規律

が取れると反論している。なお，フィッチ社はポーラ

ンドを強含みと評価していた唯一の格付会社だっ

た。

中国系ファンドがポーランドに投資【２６日】

中国国有の不動産投資グループ「広州珠江企

業グループ(Guangzhou Pearl River Enterprises 

Group）」がポーランド情報・外国投資庁（ＰＡＩｉＩＺ）の

招待でポーランドを訪問した。同グループは，中国

人旅行客を対象としたホテル建設事業に関心を示

しており，また，ポーランドの旅行業界への投資や

ポーランド企業との協力を検討しているとＰＡＩｉＩＺの

関係者は述べている。

ＰＫＮオルレン社がフェノール生産設備の建設を予

定【２６日】

ＰＫＮオルレン社（国有石油精製・化学企業）は，
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フェノール（プラスチック，医薬品，染料などの化成

品の生産に広く用いられる原料）の生産規模を現

在の４倍の２０万トンに拡大すべく，プウォツクの主

力工場での設備投資を予定している。ポーランドの

フェノール市場は，ドイツ，ベルギー及びフィンラン

ドからの輸入品が７割を占めており，ＰＫＮオルレン

社は今回の設備投資によるシェア拡大を企図して

いる。建設に向けた初期の準備作業は既に開始さ

れており，２０１４年の建設開始，２０１７年の生産

開始が予定されている。

ポーランドは有力なＢＰＯセンター設置先国【２７

日】

Jones Lang LaSalle 社の最新の報告書によれば，

ポーランドでは４００のＢＰＯ（Business Process 

Outsourcing）センターが設置され，約１０万人が雇

用されており，有力国の一つとなっている。ポーラ

ンドでの雇用者数は，世界全体の３．４％を占めて

おり，中東欧では最多，欧州全体でも２位に位置す

る。Hacket グループがまとめたＢＰＯセンターの設

置先国の魅力度ランキングでは，ポーランドは世

界第３位に位置付けられている。政治・経済の安

定性，高い生産性及び労働者の質が評価されてい

る。

ＬＯＴがユーロロットとの契約を終了【２７日】

ポーランド航空（ＬＯＴ）は，子会社のユーロロット

との業務契約を終了することを発表した。国有財産

省は，ＬＯＴがこれまでユーロロットが運航していた

路線に就航することにより，両者の市場競争力が

増すと評価している。但し，ユーロロットにとっては

顧客サービスの９０％はＬＯＴの運航路線の利用客

に対するものであり，厳しい立場に追い込まれてい

る。両社間の契約は２０１４年１月に終了する。

エネルギー・環境

シェールガス探査の進行が遅延【２２日】

過去１年間のポーランドにおけるシェールガス

の試掘井の数は，当初の予測を大幅に下回る２３

であった。今年の試掘井の数は７０に達すると見

られていたが，現在は多くとも４８程度と見込まれ

ている。環境省は，今後８年間で３００以上の試掘

が行われることを見込んでいるが，専門家は疑念

を抱いている。既にポーランドのシェールガス開

発から撤退した某企業の代表者は，ポーランドの

投資家にとって最大の課題は，シェールガス探査

に関する規則の欠如とシェールガスが採掘された

地域の住民からの反対であると述べている。シェ

ールガス探査に対する世論の支持は，昨年の６

月から本年の第１四半期にかけて１４％ポイント

落ち込み，６１％であった。

オポレの石炭火力発電ユニット新設プロジェクト

に欧州議員が反対【２３日】

欧州議員及び環境保護団体が，オポレでの新

規石炭火力発電ユニット建設プロジェクト（設備容

量約９００ＭＷ×２基）に反対するよう欧州委員会

に働きかけている。レイネン欧州議員は，ＥＵのＣ

ＣＳ（炭素回収・貯留）指令に基づくアセスメントを

受けていないオポレのプロジェクトは違法であり，

欧州委員会はポーランド政府にＥＵのルールを守

るよう即座に求めるべき，本件はＥＵの政策が有

効であるか，ただの紙であるかを示すテスト・ケー

スである，と述べている。同欧州議員は他の５人

の欧州議員とともに，気候変動問題を担当するヘ

デゴー欧州委員に質問状を送付している。

タウロン社はワギシャでのガス火力発電所建設

プロジェクトを継続【２３日】

タウロン社のワギシャでのガス火力発電所建

設プロジェクトに関し，協力について基本合意して

いたＰＧＮｉＧ社（国有ガス会社）が撤退の意向を

表明したものの，タウロン社は依然建設の方針を

断念しておらず，他の協力企業を探している。ま

た，ポーランド政府の主導で進められている投資

プログラムに基づき設立された「ポーランド投資

開発（ＰＩＲ）社」に参加を打診することを検討して

いる。

エネルギー関連３法は本年中に成立予定（ピエホ

チンスキ経済相発言）【２６日】

ピエホチンスキ副首相兼経済相は，所謂エネ

ルギー関連３法案（energy tri-pack）について，本

年中に大統領の署名まで終える見通しと述べて

いる。また同相は，再生可能エネルギーに対する

支援策に関し，市場活動を通じて支援を受けるの

ではなく，投資の段階で支援を受けるべきことに

政府内で合意したと述べた。現在は，再生可能エ

ネルギー発電に対し市場で取引可能なグリーン

証書（政府が電力会社に一定割合の同証書買取

を義務づけ）を発給することを通じて支援されてい

る。

ＰＧＮｉＧ社のドイツでのガス販売が拡大【２７日】

ＰＧＮｉＧ社は今年上半期に約７．２億ｍ３のガス

をドイツで販売した。ノルウェーに存在する同社

Skarv 鉱床のガスは，ポーランドで販売するには

経済性が悪いため，価格の高さ，需要の大きさか
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ら最も魅力的なガス市場の一つと評価されている

ドイツで供給している。ＰＧＮｉＧ社はポーランド市

場で９６％のシェアを握っているが，市場自由化

によりシェア縮小が予想されており，海外での販

売拡大を模索している。

タウロン社が原子力発電所の建設に５０億ズロチ

投資する意向【２７日】

タウロン社（ポーランド第２位の国有電力会社）

は，ＰＧＥ社が進めている原子力発電所の建設プ

ロジェクトに５０億ズロチ（約１，５００億円）投資す

る方針を表明した。出資するだけでなく，発電され

た電力の販売も視野に入れている。同社は現在，

他の国有資源・エネルギー会社であるＫＧＨＭ社，

エネア社と共に，ＰＧＥ社の原子力発電所建設プ

ロジェクトへの参加についてＰＧＥ社と協議してお

り，９月が合意期限（但し，１２月末まで延長可能）

となっている。ポーランド初の原子力発電所は，

出力３ＧＷで２０２４年に稼働開始することが予定

されており，５００億ズロチ（約１．５兆円）以上の

建設コストが見込まれている。

新ＬＮＧターミナルの建設完了時期を先延ばし【２

７日】

シフノウィシチェに建設中の新ＬＮＧターミナル

は当初来年７月末に工事が完了する予定だった

が，数カ月程度先延ばしされることが確実視され

ており，カルピンスキ国有財産相が９月にも新た

なスケジュールを発表すると見られている。同省

は新ターミナルの建設プロセスに関する監査を既

に終えており，本結果に基づいて新たなスケジュ

ールを発表する。

Polenergia 社の石炭火力発電所新設プロジェクト

に環境保護団体が異議【２７日】

ClientEarth，グリーン・ピース，ＷＷＦ及びポー

ランドのＮＧＯを含む環境保護団体のグループは，

Polenergia 社のプウノツでの石炭火力発電所建

設プロジェクトに対する環境関連の許可は無効で

あると主張している。同団体は，近隣を流れるビ

スワ川の魚種の保存に影響を及ぼすとしている。

経済省が石炭鉱山会社の監査を予定【２８日】

ポーランドの石炭産業は大幅な赤字を抱えて

おり，経済省は国有鉱山会社の監査を実施する

ことを予定している。ピエホチンスキ経済相も，こ

れらの企業がコストを前年比で５％削減すること

を求めているが，実施は困難視されている。

大使館からのお知らせ

ポズナンにおける領事出張サービスについて

大使館は，１０月１９日（土）１０時から１３時までの間，Ｈｏｔｅｌ Ｍｅｒｃｕｒｅ Ｐｏｚｎａｎ（ul. Roosevelta 20, 

60-829,Poznan）において，領事出張サービスを実施します。詳しくは下記当館ＨＰをご覧ください。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm

平成２５年度後期分教科書の配付について

大使館では，ポーランド在住の邦人子女を対象に，平成２５年度後期分教科書（小学生のみ）を配付いたしま

す。（後期分は中学生用教科書の配付はありません。また，ワルシャワ日本人学校に通学しているお子様には

学校から配付されますので，今回の配付の対象とはなりません。）詳しくは下記当館ＨＰをご覧ください。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm

東日本大震災義捐金受付について

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２６年３月３１日（月）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm

文化行事・大使館関連行事

〔予定〕日本デー・ファミリーピクニック【９月１４日（土）１２時～１７時】

ワルシャワ市にて，ヒクソン・ファイト・クラブによる日本デー・ファミリーピクニックが開催されます。武道デモ

ンストレーション，日本の歴史・文化に関するプレゼンテーション等が行われます。入場無料。

問合せ先：ヒクソン・ファイト・クラブ(Fight Club Hikson) ホームページ：http://www.fightclubhikson.pl/ メール：

robertwojnowski@poczta.onet.pl）

開催場所：ワルシャワ市，ビャウオウエンカ区スポーツ・センター，（住所：ul. Strumykowa 21，Warszawa）
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〔予定〕ホイニツェ日本デー 【９月１４日（土）～１５日（日）】

ホイニツェ市にて，ホイニツェ合気道協会・ホイニツェ市役所・ホイニツェ文化センターの共催による日本文化

デーが開催されます。同イベントは，合気道セミナー，日本武道のデモンストレーション，写真展，日本文化に

関するワークショップ，映画祭等予定されています。

問合せ先：ホイニツェ合気道協会（電話：501-399-629，ホームページ：www.aikido.chojnice.pl，Ｅメール：

aikido@chojnice.pl）

開催場所：ホイニツェ文化センター（住所：Swarozyca 1， Chojnice，電話：52 395 01 50，ホームページ：

www.chdk-chojnice.pl，Ｅメール：chdk@chojnice.pl）

〔予定〕日本文化フェスティバル「アスコン 14」 【９月１４日（土）～１５日（日）】

カトヴィツェ市にて，シロンスク・ファンタジー・クラブによる日本文化フェスティバルが開催されます。同フェス

ティバルは，講演会・日本文化に関するワークショップ・日本に関する知識コンクール・コスプレなどの予定です。

有料です。

問合せ先:シロンスク・ファンタジー・クラブ・電話：32－253-98-04，ホームページ：www.skf.org.pl）

開催場所：カトヴィツェ市シロンスク工場研究所(Slaskie Techniczne Zaklady Naukowe)（住所：ul.Sokolska 26, 

Katowice）

〔予定〕 オストルダ日本武道フェスティバル【９月１５日（日）１６時～２０時】

オストルダ市にて，オストルダ極真空手クラブによるオストルダ日本武道フェスティバルが開催されます。日

本武道のデモンストレーション・折り紙と書道ワークショップ・日本伝統踊りのデモンストレーションなどが行われ

る予定です。入場は無料です。

問合せ先：オストルダ極真空手クラブ(Ostrodzki Klub Kyokushin Karate) ホームページ：www.karate.ostroda.pl，

E メール：arturkarate@interia.pl）

開催場所：Amfiteatr(住所：ul.Adama Mickiewicza 17a, Ostroda）

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。

皆様からの情報提供をお待ちしています

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。）

【お問い合わせ・配信登録】

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                            

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。

在ポーランド日本国大使館 newsmail@wr.mofa.go.jp

（ご連絡は電子メールでお願いします。）


